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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第43期

第３四半期
連結累計期間

第44期
第３四半期
連結累計期間

第43期

会計期間
自　2019年４月１日
至　2019年12月31日

自　2020年４月１日
至　2020年12月31日

自　2019年４月１日
至　2020年３月31日

売上高 （百万円） 31,890 30,191 42,934

経常利益 （百万円） 1,556 1,769 2,114

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 559 932 769

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 792 1,253 856

純資産額 （百万円） 9,126 9,827 9,232

総資産額 （百万円） 24,149 24,390 25,042

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 58.33 100.55 80.16

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 31.3 32.8 30.2

 

回次
第43期

第３四半期
連結会計期間

第44期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2019年10月１日
至　2019年12月31日

自　2020年10月１日
至　2020年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 8.60 37.20

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

 

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的拡大の影響により、依然

として厳しい状況にあります。

　新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中、経済活動を再開する動きが見られたものの、11月以降国

内では所謂「第３波」が発生し、国外では世界的な感染流行の継続や感染力の強い変異種の存在が確認される等国

内外の感染症動向や金融資本市場変動のリスクもあり、先行きは極めて不透明な状況となっております。

　このような経済環境の中、移動体通信事業につきましては、2020年９月に新しい通信規格である「５Ｇ」（第５

世代移動通信システム）の商用サービスの開始と供に対応端末が発売され、同年12月に日本電信電話（株）による

（株）NTTドコモの完全子会社化がなされました。また、政府による通信料金の更なる値下げ要請に対応した新料

金プランの発表に加え、オンラインに特化した新ブランドが発表されるなど、事業環境は大きく変化しつつありま

す。こうした中、通信事業者は携帯電話の販売だけでなく、ポイントサービスやコンテンツの充実、スマートフォ

ンを利用した決済サービスを通じて、長期的な顧客基盤の維持・拡大に一層注力しております。このような変化に

対し、当社は通信事業者からの要請に基づくスマートフォンやタブレット端末の販売について、従来の利用者層の

みならず、新たな利用者層の開拓にも注力するとともに、「au PAY マーケット」（日用品、グルメからファッ

ション、家電に至るまで、たくさんの商品やお店と出会える総合通販サイト）、「auでんき」、「auのほけん・

ローン」、「auPAY」（スマートフォンを利用した決済サービス）などの付加価値サービスの利用者拡大にも努め

ていく必要があり、今後は、通信事業者が求める販売方法や、当社が推進する「お客様体験価値（=CX)向上」を理

解し、実現できる能力の高い販売スタッフの確保と、通信事業者の施策に対応できるショップ作りが重要となりま

す。

　人材派遣事業につきましては、新型コロナウイルス感染症により、クライアント企業の派遣需要が大幅に減少し

ており、先行き不透明な状況は当面続くものと思われます。

　ビルメンテナンス事業につきましては、市場規模は拡大傾向にあるものの、人材不足と賃金上昇により、中小ビ

ルメンテナンス企業にとっては依然厳しい状況が続いております。また、安全で快適な環境維持や省エネルギーに

関する顧客ニーズは高まっておりますが、それにかかるコストの削減意識は依然として強く、単価の下落や同業他

社との価格競争は、引き続き厳しい状況で推移するものと予想されます。一方、新型コロナウイルス感染症拡大を

受け、消毒・除菌といった公衆衛生関連業務の需要が高まっており、この影響は当面続くものと思われます。

　店舗転貸借事業及び不動産売買事業につきましては、主要顧客である外食業界において来客数が大幅に減少し、

７～８月及び11月以降における新型コロナウイルス感染再拡大の影響もあり、特に飲酒業態において極めて厳しい

状況が継続しました。また不動産市況については、事業展開している東京主要エリアの商業不動産賃料は近年高止

まりの状況が継続していたものの、新型コロナウイルス感染症の影響拡大によりインバウンド売上比率が高い地域

や都心型店舗等におけるテナント募集が増加する等の動きがみられたことにより、今後の不動産市場の変化を引き

続き注視する必要があります。

　卸事業につきましては、文具包装資材の企画・販売では、海外情勢の動向次第で為替相場が不安定になるなど、

先行き不透明な状況は続いておりますが、消費者の節約志向の定着により、リーズナブルな文具事務用品を取り扱

う100円ショップや通信販売等に対する需要は堅調に推移する一方、同業他社との価格競争は今後も続くものと思

われます。新型コロナウイルス感染症による影響については、通信販売において、在宅勤務の推奨が追い風とな

り、文具、机や椅子の家具類が好調であったことに加え、感染症対策商品（フィルムやパーテーション等の飛散防

止用商品）の需要が顕著に推移しました。自然派化粧品の企画・販売では、環境を重視したライフスタイルを意識

した消費者の増加等により国内自然派・オーガニック化粧品市場は拡大を続けており、今後は新たな需要の開拓や

ユーザーのトレンドを捉えた新規商品・販売方法の開発など、同業他社との差別化が求められるものと思われま

す。新型コロナウイルス感染症の影響につきましては、百貨店等の来店者数減少に加え、対面販売も制限されてい

ることから収益が低下しており、回復には相当の時間を要するものと思われます。

　海外事業につきましては、新型コロナウイルス感染症の世界的拡大により、人・モノの動きの遮断、急速な消費

及び生産活動の落ち込み等、グローバル経済全体に大きな影響が及んでおり、各国の経済正常化のタイミングにつ

いては見通しが極めて困難な状況にあります。海外事業は国を超えた人材の流動性を前提としているため、新型コ

ロナウイルス感染症による労働者の移動制限が業績に与える影響は大きく、また出入国関係の正常化は、各国の経

済正常化と比較して時間を要するため、影響が長期化する可能性があります。
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　この結果、当第３四半期連結累計期間の連結業績は、売上高30,191百万円（前年同期比5.3％減）となりまし

た。損益面におきましては営業利益1,560百万円（前年同期比5.9％増）、経常利益1,769百万円（前年同期比

13.7％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益932百万円（前年同期比66.6％増）となりました。

　セグメント別の概況は、次の通りであります。

①　移動体通信事業

　移動体通信事業においては、携帯電話の販売台数は減少傾向にある中、通信事業者の方針に基づき、感染症拡

大防止策を講じ、お客様と従業員が安心してご来店・就業できる環境を整え営業を継続いたしましたが、販売台

数は伸び悩み、減収となりました。

　損益面においては、改正電気通信事業法（2019年10月施行）、総務省の各種ルールの見直しなどによるキャッ

シュバックの抑制や、前期より継続的に取り組んでいる生産性向上のためのコスト削減による販売費及び一般管

理費の減少により、増益となっております。

　この結果、当該セグメントの売上高は10,462百万円（前年同期比11.8％減）、営業利益は557百万円（前年同

期比28.0％増）となりました。

　②　人材派遣事業

　人材派遣事業においては、空港施設等の運輸業や製造業、百貨店等の小売業を中心に、新型コロナウイルス感

染症によるクライアント企業の需要低下の影響により、減収・減益となりました。

　この結果、当該セグメントの売上高は1,761百万円（前年同期比15.4％減）、営業利益は10百万円（前年同期

比84.0％減）となりました。

③　ビルメンテナンス事業

　ビルメンテナンス事業においては、新型コロナウイルス感染症による消毒・除菌等の公衆衛生関連案件のスポ

ット受注等により、増収となりました。

　損益面においては、販売費及び一般管理費は微増したものの、売上高の増加により増益となりました。

　この結果、当該セグメントの売上高は4,267百万円（前年同期比3.1％増）、営業利益は292百万円（前年同期

比28.9％増）となりました。

④　店舗転貸借事業

　店舗転貸借事業においては、当第３四半期連結累計期間における新規契約件数及び後継付件数（閉店した店舗

に対し新規出店者と転貸借契約を締結したもの）の転貸借契約件数の合計は216件（前年同四半期比26.0％減）

となりました。また、当第３四半期連結会計期間末における転貸借物件数は前事業年度末より７件減少し、合計

1,677件となりました。一方、人材採用費や教育費の削減等もあり、販売費及び一般管理費は前年同四半期と比

較して微減となりました。

　この結果、当該セグメントの売上高は7,163百万円（前年同期比3.9％増）、営業利益は353百万円（前年同期

比21.6％減）となりました。

⑤　不動産売買事業

　不動産売買事業においては、店舗転貸借事業の更なる推進のための不動産業者とのリレーションシップ強化を

目的とした店舗不動産の仕入販売や建築販売に取り組んでおりますが、新型コロナウイルス感染症の影響により

市場が不活発化している状況の中、物件の取得を控えた一方で保有物件２件を売却したことにより、増収・増益

となりました。

　この結果、当該セグメントの売上高は772百万円（前年同期比44.4％増）、営業利益は250百万円（前年同期比

17.2％増）となりました。

⑥　卸事業

　卸事業においては、主に文具包装資材の企画・販売にて、不採算事業の整理による取引量の減少により、減収

となりました。

　損益面においては、主に文具包装資材の企画・販売での利益を重視した販売方針への転向、前事業年度に減損

処理を行ったのれんの償却費や人件費等の圧縮など、収益体質の強化及び財務体質の改善による販売費及び一般

管理費の減少により、増益となりました。

　この結果、当該セグメントの売上高は5,630百万円（前年同期比13.4％減）、営業利益は156百万円（前年同期

比27.7％増）となりました。

⑦　海外事業

　海外事業においては、新型コロナウイルス感染症の影響により稼働人員が想定より減少いたしました。

　損益面においては、人件費等の販売費及び一般管理費の増加により、営業損失を計上しております。

　この結果、当該セグメントの売上高は223百万円、営業損失は66百万円となりました。
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（2）財政状態の分析

　流動資産は、前連結会計年度末に比べて1.9％減少し、13,371百万円となりました。これは、主として現金及び

預金の増加（687百万円）、受取手形及び売掛金の減少（473百万円）、販売用不動産の減少（250百万円）等が

あったことによるものであります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて3.5％減少し、11,019百万円となりました。これは、主としてのれんの

減少（162百万円）、有形固定資産の減少（134百万円）等があったことによるものであります。

　この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて2.6％減少し、24,390百万円となりました。

　流動負債は、前連結会計年度末に比べて10.8％減少し、7,496百万円となりました。これは、主として短期借入

金の減少（250百万円）等があったことによるものであります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて4.6％減少し、7,066百万円となりました。これは、主として長期借入金

の減少（234百万円）等があったことによるものであります。

　この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べて7.9％減少し、14,562百万円となりました。

　純資産は、前連結会計年度末に比べて6.4％増加し、9,827百万円となりました。これは、主として利益剰余金の

増加（769百万円）、自己株式の増加（414百万円）等があったことによるものであります。

 

（3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」の中の会計上の見積り及び当該見積に用いた仮定の記載について重要な変更を行っております。

　詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項」の（追加情報）をご参照ください。

 

（4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変

更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 37,600,000

計 37,600,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（2020年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（2021年２月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,597,400 9,597,400

東京証券取引所

名古屋証券取引所

（各市場第一部）

単元株式数は

100株であります。

計 9,597,400 9,597,400 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2020年10月１日～

2020年12月31日
－ 9,597,400 － 255 － 315

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2020年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

    2020年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 561,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,035,400 90,354 －

単元未満株式 普通株式 1,000 － －

発行済株式総数  9,597,400 － －

総株主の議決権  － 90,354 －

   (注)　「単元未満株式」には、当社所有の自己株式85株が含まれております。

 

 

②【自己株式等】

    2020年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

株式会社クロップス

名古屋市中村区名駅四丁目

23番９号
561,000 － 561,000 5.85

計 － 561,000 － 561,000 5.85

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2020年10月１日から2020

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,074 6,761

受取手形及び売掛金 4,077 3,604

商品 1,737 1,685

販売用不動産 467 217

その他 1,270 1,105

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 13,625 13,371

固定資産   

有形固定資産 3,344 3,209

無形固定資産   

のれん 674 511

その他 118 106

無形固定資産合計 793 618

投資その他の資産   

差入保証金 5,554 5,486

その他 1,724 1,704

投資その他の資産合計 7,279 7,190

固定資産合計 11,416 11,019

資産合計 25,042 24,390
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,463 2,316

短期借入金 1,750 1,500

1年内返済予定の長期借入金 317 330

未払法人税等 465 284

賞与引当金 197 294

その他 3,210 2,771

流動負債合計 8,405 7,496

固定負債   

長期借入金 933 699

役員退職慰労引当金 5 5

退職給付に係る負債 196 197

長期預り保証金 5,581 5,519

その他 686 643

固定負債合計 7,403 7,066

負債合計 15,809 14,562

純資産の部   

株主資本   

資本金 255 255

資本剰余金 1,471 1,471

利益剰余金 5,831 6,601

自己株式 △0 △414

株主資本合計 7,558 7,913

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 13 104

為替換算調整勘定 － △21

その他の包括利益累計額合計 13 82

非支配株主持分 1,661 1,832

純資産合計 9,232 9,827

負債純資産合計 25,042 24,390
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第３四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

売上高 31,890 30,191

売上原価 24,966 23,007

売上総利益 6,923 7,184

販売費及び一般管理費 5,450 5,623

営業利益 1,473 1,560

営業外収益   

受取利息及び配当金 19 16

受取補償金 4 64

雇用調整助成金 － 102

その他 74 74

営業外収益合計 99 257

営業外費用   

支払利息 8 7

支払補償費 6 35

その他 0 6

営業外費用合計 15 49

経常利益 1,556 1,769

特別利益   

固定資産売却益 7 38

雇用調整助成金 － ※１ 22

特別利益合計 7 60

特別損失   

減損損失 224 2

固定資産除売却損 2 2

感染症関連損失 － ※２ 20

特別損失合計 227 24

税金等調整前四半期純利益 1,336 1,805

法人税等 510 621

四半期純利益 826 1,183

非支配株主に帰属する四半期純利益 266 250

親会社株主に帰属する四半期純利益 559 932
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第３四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

四半期純利益 826 1,183

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △33 90

為替換算調整勘定 － △21

その他の包括利益合計 △33 69

四半期包括利益 792 1,253

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 526 1,000

非支配株主に係る四半期包括利益 266 252
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

　　　　前連結会計年度においては、当社グループの INNOVARE HOLDINGS PTE.LTD. において、新型コロナウイルス感染

　　　症の拡大やそれに伴う経済活動停滞による影響の及ぶ範囲を年度内と仮定し、当該仮定に基づきのれんの回収可能

　　　性について見積りを行っておりました。しかしながら、ワクチン接種や治療薬の開発をはじめとする感染症対策に

　　　より各国の経済活動が正常化するまでには今後数ヶ月は要するとの仮定に基づき、会計上の見積りを行っておりま

　　　す。

　　　　なお、新型コロナウイルス感染症拡大による影響は不確定要素が多く、今後の感染症拡大や収束の状況によって

　　　は、当社グループの財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※1　雇用調整助成金

当第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、当社グループの人材派遣事業において雇用調整助成金の特別措置の

適用を受けたものであり、緊急事態宣言期間における当該支給見込み額を雇用調整助成金として、特別利益に計

上しております。

 

※2　感染症関連損失

当第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

当社グループの人材派遣事業において、新型コロナウイルス感染症による政府及び各自治体からの緊急事態宣

言に伴う派遣先企業の臨時休業により、待機させた従業員に対する人件費を、感染症関連損失として特別損失に

計上しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

の通りであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

減価償却費 145百万円 130百万円

のれんの償却額 88 136

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2019年５月10日

取締役会
普通株式 利益剰余金 143 15.00 2019年３月31日 2019年６月20日

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2020年５月11日

取締役会
普通株式 利益剰余金 163 17.00 2020年３月31日 2020年６月22日
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（セグメント情報）

【セグメント情報】

報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。

　当社グループは、携帯端末の販売及びその附帯サービス全般を提供する「移動体通信事業」、人材派遣・

業務請負等を提供する「人材派遣事業」、清掃・設備管理・施設警備等を提供する「ビルメンテナンス事

業」、店舗の転貸借、開店・閉店支援サービス等を提供する「店舗転貸借事業」、店舗不動産の仕入販売や

建築販売を提供する「不動産売買事業」、輸入文具、包装資材、自然化粧品の企画・卸売販売等を提供する

「卸事業」、海外における労働ビザ申請、給与計算、税金・社会保険料計算等の業務を提供する「海外事業」

の７つを報告セグメントとしております。

　当社は、アジア地域への進出を目的として、前連結会計年度末にINNOVARE HOLDINGS PTE.LTD. の株式を

取得し、連結子会社としております。この結果、「海外事業」を新たに報告セグメントに追加しております。

 

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

 
移動体
通信事業

人材派遣
事業

ビルメン
テナンス
事業

店舗転貸
借事業

不動産
売買事業

売上高      

外部顧客への売上高 11,857 1,959 4,138 6,896 535

セグメント間の内部売上高又は振

替高
－ 121 1 － －

計 11,857 2,081 4,140 6,896 535

セグメント利益又は損失（△） 435 67 226 451 214

 

      

 報告セグメント

合計
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

 卸事業 海外事業

売上高      

外部顧客への売上高 6,502 － 31,890 － 31,890

セグメント間の内部売上高又は振

替高
－ － 123 △123 －

計 6,502 － 32,013 △123 31,890

セグメント利益又は損失（△） 122 － 1,517 △44 1,473

　（注）１　セグメント利益又は損失（△）の調整額には、セグメント間取引消去５百万円、子会社株式の取得関連費用

△50百万円が含まれております。

２　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　「卸事業」セグメントにおいて、のれんの減損損失を224百万円計上しております。

（のれんの金額の重要な変動）

　「卸事業」セグメントにおいて、減損損失を計上したため、のれんの金額が減少しております。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

 
移動体
通信事業

人材派遣
事業

ビルメン
テナンス
事業

店舗転貸
借事業

不動産
売買事業

売上高      

外部顧客への売上高 10,462 1,672 4,266 7,163 772

セグメント間の内部売上高又は振

替高
－ 89 0 － －

計 10,462 1,761 4,267 7,163 772

セグメント利益又は損失（△） 557 10 292 353 250

 

      

 報告セグメント

合計
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

 卸事業 海外事業

売上高      

外部顧客への売上高 5,630 223 30,191 － 30,191

セグメント間の内部売上高又は振

替高
－ － 89 △89 －

計 5,630 223 30,280 △89 30,191

セグメント利益又は損失（△） 156 △66 1,555 5 1,560

　（注）１　セグメント利益又は損失（△）の調整額には、セグメント間取引消去５百万円が含まれております。

２　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 58円33銭 100円55銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
559 932

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純利益金額（百万円）
559 932

普通株式の期中平均株式数（千株） 9,596 9,277

（注）潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。

 

 

EDINET提出書類

株式会社クロップス(E05504)

四半期報告書

16/19



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2021年２月12日

株式会社クロップス

　取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

名古屋事務所

 

 
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 鬼　　頭　　潤　　子　　印

 

 
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 時　々　輪　　彰　久　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社クロッ

プスの2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(2020年10月１日から2020年12

月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2020年４月１日から2020年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社クロップス及び連結子会社の2020年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

　手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

　る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

　られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

　認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

　うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

　四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

　適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

　の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業
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　として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

　基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

　諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

　せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

　人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

　人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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